
値上がりする食品（2026年7月、前年同月比）

防衛や防災よりもゲームに投資
高市政権が挙げる17分野の投資額（一部抜粋）

？？

菓子類

投資額順位

1位 101.6兆円

55.4兆円

43.4兆円

33.7兆円

4.7兆円

2.6兆円

AI・半導体
2位 デジタル・サイバーセキュリティ
3位 創薬・先端医療
4位 コンテンツ産業 ゲーム・アニメ・

漫画など（　　　）
12位 防衛産業

15位 災防・国土強靭化

官民投資額
（2026年８月時点）分野

肉類

調理食品 飲料

生鮮魚介 外食

生鮮野菜 食料全体

+6.1% +3.9%

+3.5% +5.5%

+12.4% +1.7%

+6.6% +3.5%
出典：総務省資料より

出典：内閣官房「日本成長戦略会議」資料より

さまざまなモノやサービスの値段が上がり、生活
コストを押し上げています。今年9月は食料品の
値上げが過去最多の5000品目に迫る見込みで、
昨年9月から約3倍の増加となります（※）。政府
は物価高対策として、ガソリン・電気・ガス代の
補助や、地方への交付金支給を行っています。し
かしそうしたバラマキは際限がなく、根本的な解
決にはなりません。 

国の投資で成長するのか？
今年7月に閣議決定された高市政権の政策方針「骨太の方
針」では “成長戦略の看板 ”として、2040年度までに17分
野において官民で計370兆円超の投資を行うとする構想が
打ち出されました。しかしこれまで国が出資した事業の多くは
失敗を繰り返してきたのが実情です。17分野の柱に位置づ
けられる「半導体分野」でも過去、官民が出資するプロジェク
トは多額の損失を出してきました。また「コンテンツ分野」に
おいても、政府が1400億円を出資した「クールジャパン機
構」は累積赤字540億円を生み、今年8月に廃止の方針が
決まったばかりです。失敗しても責任が生じない役所的な発
想では、新たな成長を生み出すことはできません。

生活を苦しめる物価高

政府は飲食料品の消費税率を２０２７年４月からの２年間、８％から１％に引き下げる方針を決定しました。消
費税の減税に舵を切ったのは大きな変化と言えますが、減税だけでなく消費税1％分の給付や、小規模農家
や外食産業への補助などもセットで行われ、本物の減税とは言えません。また歳出削減のない減税は健全財政
を損ない、さらなるインフレを引き起こし、結局は、国民負担の増加につながります。

給付とセットの残念な減税

※帝国データバンクより
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日本が経済低迷に苦しむなか、高市政権は「経済が成長しないのは投資が足
りないから」という考え方のもと、政府が主導して大規模な投資を行う「責任あ
る積極財政」に取り組んでいます。しかし、政府がお金を使うほど多くの無駄が
生まれ、結果的に国民の負担となって経済をさらに疲弊させることになります。

成長へのカギは



就業人口は増えているのに労働時間は減っている
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出典：総務省「労働力調査」およびOECDデータより作成

(1970年の値を100とした）

一人当たり年間労働時間
総年間
 実労働時間

就労人口

幸福実現党の活動 街宣活動（写真左）、要望書の提出（写真右）

こちらの
QRから

インターネットからの
お申込みも受付中！

幸福実現党 党員大募集
幸福実現党では、人 が々この時代に生まれて
よかったと心の底から喜べるような世界を共
につくる党員・特別党員を募集しております。

これまで労働時間の減少につながる法改正などが繰り返
されてきました。その結果、働き手が増えているのに総労働
時間が減っている状況が続いています（図）。しかし、「規制が
なければもっと働きたい」という人も当然います。どこまでが

「働き過ぎ」なのかは個人差があり、国が一律に線引きする
と正常な経済活動まで妨げられてしまいます。高市首相は
かねて労働時間の規制緩和に意欲的でしたが、実際に行
われたのは「法律以上に厳しい行政指導は取りやめる」と
いう、規制緩和とは程遠いものでした。昨今の厳しい経営
環境のなか、特に中小企業においては労働時間を増やさず
して生き残ることはできません。これ以上、国力を落とさな
いためにも、「働き方改革」の見直しは急務です。

政府が補助金をばら撒けば、企業はどのように援助を引き
出せるのかを考えはじめます。しかしそれは一種の “麻薬 ”
のようなもので、コツコツとした努力によって国力を高め、社
会に貢献していこうとする人々 の心を蝕みます。社会を豊か
にするには自助努力の精神が欠かせません。規制などを取
り除いて政府支出と税金を最小限にする「小さな政府」を
目指すことで、企業や個人が自由と自己責任のもと、創意
工夫を凝らして利益を上げられるようになり、国全体の繁
栄が生まれていくのです。

高市政権の目指す「強い日本」は、国が選んだ分野に投資すること
では実現しません。例えばCO2削減のために政府が重視する「GX
投資」もまったく非生産的であり、いくらお金を投じても国力を衰退
させるだけです。現に EU諸国は脱炭素政策が産業の成長を妨げる
として見直しをかけています。一方、本当に将来性のある分野には、
わざわざ政府が主導しなくとも民間は率先して投資します。民間の経
済活動に複雑な規制や高い税金といった数多くのハードルを設ける
政府こそ、いちばんの「無駄」と言えます。

国民の自助努力こそ発展への原動力

労働規制の緩和は急務

いちばんの無駄は「政府」そのもの

民間が自助努力で繁栄できる社会を

YouTube

大川隆法著
幸福の科学出版刊
1,870円（税込）

『新ビジネス革命』
 未来社会到来の予言書
新しい時代を、創る側に。
この一冊が、
未来社会の設計図。

大川隆法著
幸福の科学出版刊 1,320円（税込）

『太陽の法』〔携帯版〕
 エル・カンターレへの道
【世界25言語で発刊の大ベス
トセラー! 】この一冊に語られ
た “不滅の真理” が、人々の心
を動かし続ける。

時事問題の中から気になる
テーマを取り上げながら、本
音の議論を進めています。

政治や経済に関心がない皆さ
まにも幅広く、楽しみながら学
べるコンテンツを提供します。

幸福実現党
 チャンネル

「大川隆法政治哲学」や全国
での活動紹介などを発信し
ています。

Books


